
書　　類　　名 保存期間(年) 完　結　の　日
　〔事務組合設立認可関係〕
　　　労働保険事務組合認可申請書 3 　事務組合業務廃止の日
　　　同上記載事項等変更届 3 　　　　　　〃
　　　労働保険事務組合業務廃止届 3 　　　　　　〃
　〔保険関係成立、事務委託関係〕
　　　労働保険事務等委託書 3 　委託解除の日
　　　労働保険事務等処理委託解除届 3 　　　　〃
　　　労働保険関係成立届 3 　　　　〃
　　　労働保険名称、所在地等変更届 3 　届出の日
　　　労働保険任意加入申請書 3 　保険関係消滅の日
　　　労働保険保険関係消滅申請書 3 　　　　　〃
　　　雇用保険適用事業所設置届 2 　事業所廃止の日
　　　雇用保険適用事業所廃止届 2 　届出の日
　　　雇用保険事業主事業所各種変更届 2 　　　〃
　　　労働保険事務等処理委託事業主名簿（様式第16号） 3 　事務組合業務廃止の日
　　　同上を書換えたため不用となった廃名簿 3 　不用となった日
　〔保険料等関係〕
　　　労働保険料等算定基礎賃金等の報告 3 　会計年度終了後
　　　労働保険料等納入通知書(控) 3 　　　　〃
　　　労働保険料等領収書(控) 3 　　　　〃
　　　労働保険概算・確定保険料・一般拠出金申告書 3 　　　　〃
　　　労働保険事務組合　保険料等申告書内訳総括表 3 　　　　〃
　　　保険料・一般拠出金申告書内訳 3 　　　　〃
　　　労働保険料・一般拠出金還付請求書 3 　　　　〃
　　　労働保険料等徴収及び納付簿(様式第17号) 3 　使用年度終了後
　　　使用年度終了後も債権債務が残っているもの 3 　債権、債務消滅の日
　〔被保険者関係〕
　　　雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用） 4 　資格喪失の日
　　　雇用保険被保険者資格喪失確認通知書(事業主通知用) 4 　確認通知のあった日
　　　転勤届受理通知書(事業主通知用) 4 　資格喪失の日
　　　特例被保険者確認通知書(事業主通知用) 4 　　　〃
　　　雇用保険被保険者離職証明書(事業主控) 4 　　　〃
　　　雇用保険被保険者氏名変更届受理通知書(事業主通知用) 4 　届出の日
　　　雇用保険被保険者関係届出事務等処理簿(様式第18号) 4 　委託解除の日
　　　同上を書換えたため不用となった廃帳簿 4 　不用となった日
　　　雇用保険被保険者六十歳到達時等賃金証明書(事業主控) 7 　返付日
　　　雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書(事業主控) 4 　　〃
　〔労災保険特別加入関係〕
　　　労災保険特別加入申請書 3 　委託解除又は脱退の日
　　　特別加入に関する変更届 3 　　　　　〃
　　　特別加入脱退申請書 3 　承認の日
　〔一括有期関係〕
　　　一括有期事業開始届 3 　年度終了後
　　　一括有期事業報告書 3 　　　〃
　　　一括有期事業総括表 3 　　　〃
　〔出納関係〕
　　　出納簿 10 　使用廃止後
　　　専用口座廃止通帳 10 　　　〃
　　　一般会計口座廃通帳 10 　　　〃

　各種届書等の保存年限について
事務組合に関する帳簿・書類は、完結の日から次の区分による期間、保存しなければなりません。

参考資料－1



ダウンロード可能な様式について

参考資料－2

労働保険関係
↓

各種様式
↓

各種様式ページへ

以下の様式を北海道労働局ホームページからダウンロードできます。
アドレス https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-roudoukyoku/home.html



参考資料－３



参考資料－４

様式改正・追加について

〇 労働保険料等算定基礎賃金等の報告（組様式第４号） ※令和４年度単年度使用
末尾０、２は改正後の様式を使用。末尾４、５、６は改正前様式でも使用可。

〇 保険料・一般拠出金申告書内訳（組様式第６号） ※令和４年度単年度使用
（以下「申告書内訳」といいます）
末尾０、２は改正後の様式を使用。末尾４、５、６は改正前様式でも使用可。

〇 令和４年度労働保険料 確定保険料算定内訳 ※令和４年度単年度使用
（以下「内訳表」といいます）
末尾０、２のみの使用。
令和４年度３期概算訂正や令和５年度年度更新に当たり、改正後の「申告書内訳」を使用する場合
は、「内訳表」の提出不要。改正前の「申告書内訳」を使用する場合は、「内訳表」もあわせて提出。
☆上記様式は北海道労働局ホームページに掲載しております。
（ホームページ内で「労働保険事務組合 各種様式」と検索してください）

令和４年度確定保険料の算定についての留意点について

算定について

〇 末尾２（２元雇用）
前期・後期で賃金総額を出し、それぞれの料率で確定保険料を算定し（この時点では１円未満
を切り捨てない）、その後、前期分、後期分の確定保険料を合算し令和４年度確定保険料を算
定します。（この時点で１円未満の端数を切り捨て）

〇 末尾０（１元両保険・１元片保険）
末尾２同様に前期・後期で賃金総額を出し、それぞれの料率で確定保険料を算定します。
雇用保険分のみ分けるのではなく、労災保険分についても前期・後期で賃金総額を出し、それ
ぞれに料率を掛け、算定する必要があります。
★特別加入保険料・一般拠出金については、前期・後期に分けず、通年で算定します。
★労災保険分と雇用保険分の賃金総額が同額で、合算する前のそれぞれの確定保険料に少
数点があり、合算すると１以上になる場合は、労災保険料に１円加算する必要があります。
（労災保険分と雇用保険分の賃金総額が同額で労災保険率が「０．５」単位であるときに「申告
書内訳」の様式に従い、労災保険料と雇用保険料を別々に計算した場合、「１円」の差額が発
生することがあります。）

★労災のみ（１元片保険）の申告の場合も、前期・後期に分けて算定します。

〇 末尾４、５、６（２元労災）
前期・後期に分けず、通年で算定します。



4 年 5

千円 月 月

千円

　 　

千円 円

円

千円 　 　

千円

　 　

千円 円

円

千円 　 　

千円

　 　

千円 円

円

千円 　 　

千円

　 　

千円 円

円

千円 　 　

千円

　 　

千円

件 ㉑

件

件

件

※⑭（一般拠出金算定に係る賃金総額）については、⑦（労災保険に係る賃金総額）の（－）と同額を記入して下さい。ただし、平成19年3月31日以前に成立した一括有期事業
については、一般拠出金算定対象とはなりません。

参考資料－5

1 9 3 9 9 9

組様式第６号（甲）

労働保険番号A

府県
所

掌
管轄 基　幹　番　号

0 1 3 0 枚のうち 1 枚目令和 5 年度 概算0
令和 4 年度 確定

保 険 料 ・ 一 般 拠 出 金 申 告 書 内 訳

4年度確定保険料 ・令和 5 年度概算保険料（増加・減額）・一般拠出金 ⑯ 年度概算保険料
⑳

第　 一　 種　 特　 別　 加　 入　 者⑱ ⑲雇　用　保　険 ⑬ 確定保険料 一般拠出金 申告済概
算保険料

（規模区分別） 適用

月数
区分

① ② ③ ④ ⑥ 令和 令和 5

適用

月数

⑤ 令 令 年

賃金総額

⑭ ⑮ 労災保険 雇用保険

合　　　　計
（ ⑰ + ⑱ ）

氏　　　　　名一般拠出金額
（⑭×
/1000）

一般保険料
第１種特別
加入保険料

保　険　料
第一種特別
加入を含む

一般保険料

常　時

使　用

労働者
保　険

関　係

区　分

労　災　保　険

⑦

⑰

⑩ ⑪ ⑫

001
○○工業（株）

○○　○○
6 3 0 1

度の給付
基礎日額

度からの
給付基礎
日額

被保
険者 15人以下 16人以上

保険料（⑦×⑧） 賃金総額
雇用
保険
率

一般保険料
（⑩×⑪）

合計額（⑨＋⑫） 賃金総額
（ ※ ）

労働
保険
番号
の枝
番号

事業場の名称 業　　種
⑧ ⑨

労災
保険
率

円 円

前期

238,288.5

997,946

人

両　保

（一）
前期

1000分の

(一)
前期

12

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円 円

1000分の 15.5
円 円 円

12

25,862

6.5

168,103.0
25,083

円 千円 円 円
1000分の 6.5

53,073 1,061 1,152,760

円

前期
千円 1000分の

　４．脱退等

27,211
176,871.5

10,000 12

12
4.4.1～4.9.30

(     　   ～　  　　　）

円 円 　２．継　続

4.4.1～4.9.30
(     　   ～　  　　　）

9.5

401,914 701,109

　３．変　更

1,103,023

○○　○○ 12,000 12

　１．新　規

14,000

　
　１．新　規

10,000

　
26,851 後期

362,488.5
○○　○○

労　災

（一）
後期 (一)

後期

円

12
雇　用

（一）
通年

(一)
計

13.5
　２．継　続

53,073 344,974 4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

（特）
千円 (特)

計
計

円 　４．脱退等

8,030 52,195 600,777

12,485 249 168,875

円

前期
千円 1000分の 円

前期

52,639

12
4.4.1～4.9.30

(     　   ～　  　　　）

　２．継　続

4.4.1～4.9.30
(     　   ～　  　　　）

52,640

　３．変　更

52,640

○○　○○ 7,000 12

　１．新　規

7,000

　

　１．新　規

　 　

　４．脱退等

6,243
21,850.5

計
円 　４．脱退等

2,555 8,942

3.5

21,847.0

3.5
1000分の

(一)
前期

雇　用

（一）
通年

(一)
計

　２．継　続

12,485 43,697 4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円 円 　

後期

労　災

（一）
後期 (一)

後期

円

005
○○皮革（株）

○○　○○
6 4 0 1

（特）
千円 (特)

計

004
○○貴金属
○○　○○

6 4 0 1

14

6,242
人

両　保

（一）
前期

円

前期

176,348.5

257,565

人

両　保

（一）
前期

1000分の

(一)
前期

7

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円 円

　 　

7

19,920

3.5

69,720.0
18,563

257,565

円

前期
千円 1000分の

　４．脱退等

4.4.1～4.9.30
(   4.4.1 ～ 4.9.28

　２．継　続

4.4.1～4.9.30
(     4.4.1 ～ 4.9.28

）

9.5
　３．変　更○○　○○ 18,000 6

　１．新　規

　

　１．新　規

　

後期

労　災

（一）
後期 (一)

後期

円

雇　用

（一）
通年

(一)
計

13.5
　２．継　続

69,720 4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

（特）
千円 (特)

計
計

円 　４．脱退等

3,285 11,497 176,348

561 11 316,598

円

前期
千円 1000分の 円

前期

2,679.0

26,699

12
4.4.1～4.9.30

(     　   ～　  　　　）

　２．継　続

4.4.1～4.9.30
(     　   ～　  　　　）

9.5

105,623 265,045

　３．変　更

370,668

○○　○○ 7,000 12

　１．新　規

7,000

　

　１．新　規

15.5
　 　

　４．脱退等

279
1,813.5

計
円 　４．脱退等

2,555 16,607 6,445

6.5

1,833.0
282

6.5
1000分の

(一)
前期

雇　用

（一）
通年

(一)
計

13.5
　２．継　続

561 3,647 4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円 円 　

279 後期

3,766.5

労　災

（一）
後期 (一)

後期

円

（特）
千円 (特)

計

4

006
○○印刷（株）

○○　○○
3 6 0 1

4

282
人

両　保

（一）
前期

円

前期

人

両　保

（一）
前期

1000分の

(一)
前期

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円

　 　円

前期
千円 1000分の

　４．脱退等

4.4.1～4.9.30
(

　２．継　続

4.4.1～4.9.30
(
）

　３．変　更

　１．新　規

　

　１．新　規

　

後期

労　災

（一）
後期

（一
）

後期

雇　用

（一）
通年

(一)
計

　２．継　続

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

（特）
千円 (特)

計
計

円 　４．脱退等

小　　　　　　　　計

両
保

A 件

甲

雇
用

乙

労
災

B 件

計 B 件5

A 1 9 3 9 9 9

Ⓜ

労働保険番号B

府 県
所
掌

管 轄 基　幹　番　号

0 1 3 0 0

Ⓛ

労働保険番号A
と同一のもの

Ⓗ Ⓘ Ⓙ Ⓚ

円

Ⓐ Ⓕ
件

0

件

件

円

（郵便番号 ××× - ××××

計Ⓖ

）

電話番号 ( ××× ) - ( ×× )××××番
労 働 保 険
事務組合の

労 働 局 用名　　　　称 労働保険事務組合○○商店街振興組合 　所　　在　　地 ○○市○○　○－○－○

事務担当者
○○　○○　代表者の氏名 ○○　○○ 氏　　　　名

4.9.28委託解除移行による（01.1.01.666666）
月割計算 4.10.11 減額訂正報告済
一般拠出金申告済249 

通常

一元片適事業所

年度途中 委託解除

労災保険料に１円加算

※注意※

A＝B かつ C＝D で、労災保険率と雇用保険率の両方が0.5単位のとき労災保険料に１円加算する場合があります！

労災

賃金総額 前期 282千円 × 6.5 ＝ 1,833 円

後期 279千円 × 6.5 ＝ 1,813.5 円 労災保険料 合計 3,646.5 円
※1円未満切り捨てない！

雇用

賃金総額 前期 282千円 × 9.5 ＝ 2,679 円

後期 279千円 × 13.5＝ 3,766.5 円 雇用保険料 合計 6,445.5 円
※1円未満切り捨てない！

A B

C

D

労働保険料（労災+雇用） 10,092.0 円

① 労災・雇用保険料合算後に1円未満切り捨てる。
② 内訳上は合計額を合わせるため、労災保険料に1円加算、雇用保険料は
今まで通り1円未満切り捨ての金額を記載する。

※合算前に1円未満を切り捨ててしまうと1円不足してしまうので注意！！

「令和4年度労働保険 確定保険料算定内訳」の提出について （末尾0，2のみ使用）

概算訂正、年度更新に当たり、改正後の「保険料・一般拠出金申告書内訳」（※この記載例様式）を使用する場合は提出不要です。

ただし、改正前の様式を使用する場合は、「令和４年度労働保険 確定保険料算定内訳」の提出が必要です。



4 年 5

千円 月 月

千円

　 　

千円 円

円

千円 　 　

千円

　 　

千円 円

円

千円 　 　

千円

　 　

千円 円

円

千円 　

千円

千円 円

円

千円 　 　

千円

　 　

千円 円

円

件 ㉑

件

件

件

※⑭（一般拠出金算定に係る賃金総額）については、⑦（労災保険に係る賃金総額）の（－）と同額を記入して下さい。ただし、平成19年3月31日以前に成立した一括有期事業
については、一般拠出金算定対象とはなりません。

1 9 9 9 9 9

組様式第６号（甲）

労働保険番号A

府県
所

掌
管轄 基　幹　番　号

0 1 1 0 4 枚のうち 1 枚目令和 5 年度 概算5
令和 4 年度 確定

保 険 料 ・ 一 般 拠 出 金 申 告 書 内 訳

4年度確定保険料 ・令和 5 年度概算保険料（増加・減額）・一般拠出金 ⑯① ② ③ ④ ⑥ 令和 令和 5 年度概算保険料
⑳

第　 一　 種　 特　 別　 加　 入　 者⑱ ⑲雇　用　保　険 ⑬ 確定保険料 一般拠出金 申告済概
算保険料

⑰

⑩ ⑪ ⑫ （規模区分別） 適用

月数
区分

適用

月数

⑤ 令和 令和 年

賃金総額

⑭ ⑮ 労災保険 雇用保険

合　　　　計
（ ⑰ + ⑱ ）

氏　　　　　名一般拠出金額
（⑭×
/1000）

一般保険料
第１種特別
加入保険料

保　険　料
第一種特別
加入を含む

一般保険料

常　時

使　用

労働者
保　険

関　係

区　分

労　災　保　険

⑦

001
○○建築（株）

○○　○○
3 5 0 1

度の給付
基礎日額

度からの
給付基礎
日額

被保
険者 15人以下 16人以上

保険料（⑦×⑧） 賃金総額
雇用
保険
率

一般保険料
（⑩×⑪）

合計額（⑨＋⑫） 賃金総額
（ ※ ）

労働
保険
番号
の枝
番号

事業場の名称 業　　種
⑧ ⑨

労災
保険
率

円 円

前期

590,216

人

両　保

（一）
前期

1000分の

（一）
前期

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円 円

1000分の
円 円 円

12

9.5

円 千円 円 円

1000分の 9.5

54,098 1,081 630,125

円

前期
千円 1000分の

　４．脱退等

10,000 12

12
4.4.1～4.9.30

(     　   ～　  　　　）

円 円 　２．継　続

4.4.1～4.9.30
(     　   ～　  　　　）

610,354

　３．変　更

610,354

○○　○○ 12,000 12

　１．新　規

14,000

　
　１．新　規

10,000

　
後期

○○　○○

労　災

（一）
後期 （一）

後期

円

12
雇　用

（一）
通年

(一)
計

　２．継　続

54,098 513,931 4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

（特）
千円 (特)

計
計

円 　４．脱退等

8,030 76,285

103,468

円

前期
千円 1000分の 円

前期

34,260

4.4.1～4.9.30
(     　   ～　  　　　）

　２．継　続

4.4.1～4.9.30
(     　   ～　  　　　）

　３．変　更○○　○○ 7,000 6

　１．新　規

　

　１．新　規

　 　

　４．脱退等

計
円 　４．脱退等

1,277 15,324

12.0

1000分の

（一）
前期

雇　用

（一）
通年

(一)
計

　２．継　続

1,578 18,936 4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円 円 　

後期

労　災

（一）
後期 （一）

後期

円

（特）
千円 (特)

計

023
○○内装

○○　○○
3 8 0 1

3

人

両　保

（一）
前期

円

前期
両　保

（一）
前期

1000分の

（一）
前期

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円 円

　 　円

前期
千円 1000分の

　４．脱退等

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　２．継　続

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

　１．新　規

　

　１．新　規

　

後期

労　災

（一）
後期 （一）

後期

円

雇　用

（一）
通年

(一)
計

　２．継　続

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

（特）
千円 (特)

計
計

円 　４．脱退等

円

前期
千円 1000分の 円

前期

4.4.1～4.9.30
(     　   ～　  　　　）

　２．継　続

4.4.1～4.9.30
(     　   ～　  　　　）

　３．変　更

　１．新　規

　１．新　規

　

　４．脱退等

計
円 　４．脱退等

1000分の

（一）
前期

雇　用

（一）
通年

(一)
計

　２．継　続

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円 円

後期

労　災

（一）
後期 （一）

後期

円

（特）
千円 (特)

計

両　保

（一）
前期

円

前期
両　保

（一）
前期

1000分の

（一）
前期

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　） 後期

千円 円

　 　円

前期
千円 1000分の

　４．脱退等

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　２．継　続

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

　１．新　規

　

　１．新　規

　

後期

労　災

（一）
後期 （一）

後期

円

雇　用

（一）
通年

(一)
計

　２．継　続

4.10.1～5.3.31
(         ～　      　　）

　３．変　更

（特）
千円 (特)

計
計

円 　４．脱退等

小　　　　　　　　計

両
保

A 件

甲

雇
用

乙

労
災

B 件

計 B 件5

A 1 9 9 9 9 9

Ⓜ

労働保険番号B

府 県
所
掌

管 轄 基　幹　番　号

0 1 1 0 5

Ⓛ

労働保険番号A
と同一のもの

Ⓗ Ⓘ Ⓙ Ⓚ

円

Ⓐ Ⓕ
件 件

件

円

（郵便番号 ××× - ××××

計Ⓖ

）

電話番号 ( ××× ) - ( ×× )××××番

参考資料－6

労 働 保 険
事務組合の

労 働 局 用名　　　　称 労働保険事務組合○○商店街振興組合 　所　　在　　地 ○○市○○　○－○－○

事務担当者
○○　○○　代表者の氏名 ○○　○○ 氏　　　　名

4.9.28委託解除移行による（01.1.01.555555）
月割計算 4.10.11 減額訂正報告済
一般拠出金申告済

継続事業所

年度途中 委託解除

二元労災

（末尾4，5，6）



①
                       ###

－ ×××× ###
######

1 (一括納付(1回))

令和 4 年

 賞与等 4 年 7

　　 年

令和 4 年

令和 5 年

 賞与等 4 年 12

　　 年

参考資料－7

前年度と同額 前年度と同額

8,030  合　　計 61,833  8,760  合　　計

10,000  3,650,000  ○○　○○ 10,000  3,650,000  

予　備　欄承認された給付基礎日額 保険料算定基礎額 希望する給付基礎日額 保険料算定基礎額 労 災 保 険 雇 用 保 険
  年 度 確 定 特 別 加 入 者

氏　　　名

  ⑬ 令 和 5 年 度 概 算 ⑭    令    和 5 年度 賃金総額の見込み額

12,000  4,380,000  ○○　○○ 14,000  5,110,000  

⑫ 令 和 4

27,211  26,851  
12

１ カ 月

平均使用

労働者数
25,862  

12 53,073  51,934  

１ カ 月

平均使用

労働者数
25,083  

26,851,427  360,060  27,211,487  23,767,511  後期　計 23,767,511  3,083,916  

月

3,083,916  

7,568,044  0  7,568,044  6,670,719  

372,334  12 3,140,267  

月 6,670,719  897,325  

176,401  13 3,316,668  11 2,767,933  1　　　　　　　３月 11 2,767,933  1 372,334  1

897,325  

12 3,145,185  0 0  12 3,145,185  11 2,783,193  

362,115  12 3,237,984  
　　　　　　　２月 11 2,783,193  1 361,992  

0  12 3,237,984  11 2,875,869  1 １月 11 2,875,869  1 362,115  0

1 361,992  

12 3,233,789  0 0  12 3,233,789  11 2,873,226  

365,919  12 3,262,774  
　　　　　　　12月 11 2,873,226  1 360,563  

0  12 3,262,774  11 2,896,855  1　　　　　　　　11月　 11 2,896,855  1 365,919  0

1 360,563  

12 3,263,384  1 183,659  13 3,447,043  11 2,899,716  

2,931,601  25,083,226  
 10月 11 2,899,716  1 363,668  

778,915  25,862,141  22,151,625  前期　計 22,151,625  2,931,601  

1 363,668  

752,115  6,343,340  
月

0  6,343,340  5,591,225  月 5,591,225  752,115  

12 3,086,362  1 157,300  13 3,243,662  11 2,722,413  

362,118  12 3,183,386  
　　　　　　　９月 11 2,722,413  1 363,949  

166,611  13 3,349,997  11 2,821,268  1　　　　　　　８月 11 2,821,268  1 362,118  1

1 363,949  

12 3,104,438  1 158,350  13 3,262,788  11 2,749,515  

368,177  12 3,106,638  2,738,461  1
　　　　　　　　　７月　　11 2,749,515  1 354,923  

142,100  13 3,248,738  11　　　　　　　６月 11 2,738,461  1 368,177  1

1 354,923  

　　　　　　　５月 11 2,759,845  1 366,809  

0  12 3,132,408  11４月 11 2,768,898  1 363,510  0

1 154,554  13 3,281,208  11

合 計
業務執行権を有する者の指示
を受け労働に従事し、賃金を
得ている者等（裏面参照）’

（パートタイマー、アルバ
イト等）　　　　　　　’

（(1)＋(2)＋(3)） （(5)＋(6)）
常 用 労 働 者 役員で労働者扱いの者 臨 時 労 働 者 合 計 役員で被保険者扱いの者

363,510  12 3,132,408  2,768,898  1

1 366,809  12 3,126,654  2,759,845  

－ 0 6 4
※ ⑧ 業 種 6 3

雇 用 保 険 対 象 被 保 険 者 数 及 び 賃 金

(1) (2) (3) (4) (5)　被 保 険 者 (6) (7)

⑪ 令 和 4 年 度 確 定 賃 金 総 額

　 　区　分

月別内訳

労 災 保 険 及 び 一 般 拠 出 金 対 象 労 働 者 数 及 び 賃 金

　　　イ．する 　　　ロ．しない

事業主の氏名 ○○　○○ ⑥ 作成者氏名 0 (分割納付(3回)）

1 1 5－ 3
⑩令和

府県
所

掌 管轄 基幹番号 枝番号
③

0 0 1 0 0 0 1

④
②

××
⑤

雇 用 保 険
事 業 所 番 号

0 1

〒（ ×××

( ××××

○○　○○

年度概算の延納

事 業 の 名 称 ○○工業（株） ＴＥＬ ××

） 　　　イ．該当する　　　ロ．該当しない

事業の所在地 ○○市○○　○－○－○

労働保険料等算定基礎賃金等の報告 (事業主控)組様式第４号

労働保険
番　　号 ナイフ、フォーク等

食卓用刃物の製造業

×× 3 0 1 9 3
) ××××

⑦事業の概要（具体的に記入してください。） ⑨特掲事業

5

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

人

円

円

人

円

円

千円

千円 千円千円千円千円

人 円 人 円 人 円 人 円

千円

人 人 人円 円 円

常 時 使 用
労 働 者 数

雇 用 保 険
被 保 険 者 数

支払賃金総額
の 見 込 額

賞 与 等 臨 時 支
払賃金の見込額

日雇労働被保険者に支払った賃金

を含む。

なお、パートタイマー、アルバイ

ト等雇用保険の被保険者とならない

者を除く （裏面参照）

給与支払等の面からみて労

働者的性格の強い者

（裏面参照）

ⓐ前期

ⓑ後期

ⓐ’前期 千円

人 人

千円

千円 千円

ⓗ ⓘ ⓙ ⓚ（ⓘ＋ⓙ）

ⓕ通年ⓔ通年

㋭

㋥

㋩

㋺

㋑

（㋩＋㋥） （㋩＋㋥）

ⓑ’後期

ⓒ前期

ⓓ’後期

ⓒ’前期

ⓓ後期



令和４年10月１日以降に保険関係が消滅した事業の令和４年度確定保険料の申告書の書き方

＜注意事項＞

✓一般拠出金の計算方法は、従前のとおり、労災保険分の通年賃金総額×一般拠出金率 です。
一元適用事業の申告書では、
労災保険分の賃金総額 と
一般拠出金の賃金総額 とが、
一致しない場合があります。

（例）一元適用事業で労災保険分の通年賃金総額 562,356円 のとき、
・内訳表を用いて前期/後期を分けて算出した後に申告書に転記する労災保険分の賃金総額
前期賃金総額282,621円→282千円 後期賃金総額279,735円→279千円 合計 → 561千円

・一般拠出金の算定基礎額となる通年賃金総額 562,356円 → 562千円

Step 1：フローチャートで計算方法と提出物を確認

○該当

次のいずれに該当するか。
①有期事業
（一括有期事業を含む）
②継続事業

二元適用事業

×非該当
労災保険分の賃金総額と雇用保険分の賃金総額が、同額か、異なる額か。一元適用事業

前期賃金総額×（労災保険率＋前期雇用保険率）
＋後期賃金総額×（労災保険率＋後期雇用保険率）
内訳表②～⑤で計算した結果を申告書に転記

（労災保険分の前期賃金総額×労災保険率＋労災保険分の後期賃金総額×労災保険率）
＋（雇用保険分の前期賃金総額×前期雇用保険率＋雇用保険分の後期賃金総額×後期雇用保険率）
内訳表②～⑤で計算した結果を申告書に転記

労災保険と雇用保険を別々の申告書でそれぞれの保険料を申告する。
・労災保険に係る労働保険料（※従前の計算方法から変更なし）

労災保険分の通年賃金総額×労災保険率
・雇用保険に係る労働保険料

雇用保険分の前期賃金総額×前期雇用保険率
＋雇用保険分の後期賃金総額×後期雇用保険率
内訳表②～④の雇用保険分と内訳表⑤で計算した結果を申告書に転記

従前の計算方法から変更なし。

①

②

同額

申告書 内訳表

異なる額

内訳表の色囲みの数字を
申告書の同じ色囲みの場所に
転記する

以下のいずれかの事業に該当するか。
○都道府県及び市町村の行う事業
○都道府県に準ずるもの及び市町村に準ずるものの行う事業
○港湾労働法第２条第２号の港湾運送の行為を行う事業
○雇用保険法附則第２条第１項各号に掲げる事業（農林水産の事業）
○建設の事業

Step２：内訳表の作成（内訳表の記載要領に従い太枠内を記載） Step３：申告書へ転記 確定保険料申告書

申告書

申告書

申告書 内訳表

申告書 内訳表
提出

提出

提出

提出

提出

01okabayashit
フリーテキスト
参考資料-8



参考資料－９

年 月 日

住　所

氏　名

① 算定期間 令和４年 4 月 日～ 令和 5 年 2 月 日

(a) 千円未満端数切り捨て (f) (i) (a)×(f)
 一円未満の端数は切り捨てない　

円
(b) 千円未満端数切り捨て (j) (b)×(f)

 一円未満の端数は切り捨てない　

円
(a)＋(b) (i)＋(j)

一円未満の端数は切り捨てない

⇒申告書⑧欄（ロ）へ転記 円
(c) 千円未満端数切り捨て (g) (k)　(c)×(g)

 一円未満の端数は切り捨てない　

円

(d) 千円未満端数切り捨て (h) (l)　(d)×(h)
 一円未満の端数は切り捨てない　

円

(c)＋(d)
一円未満の端数は切り捨てない

⇒申告書⑧欄（ホ）へ転記 円

(a)=(c)かつ(b)=(d)の

※ 場合、右の□に

✓を入れる

(m) ●から転記、転記の際一円未満端数切り捨て

円 ⇒申告書⑩欄（ロ）へ転記
(n) ▲から転記、転記の際一円未満端数切り捨て

円 ⇒申告書⑩欄（ホ）へ転記
(m)＋(n)

円 ⇒申告書⑩欄（イ）へ転記
(o) ●から転記、転記の際一円未満端数切り捨て

円 ⇒申告書⑩欄（ロ）へ転記
(p) ▲から転記、転記の際一円未満端数切り捨て

(A) ●の小数点以下 円 ⇒申告書⑩欄（ホ）へ転記
(o)＋(p)

円

(B) ▲の小数点以下 円 ⇒申告書⑩欄（イ）へ転記
(q) ●から転記、転記の際一円未満端数切り上げ

円

(A)＋(B) 円 ⇒申告書⑩欄（ロ）へ転記
(r) ▲から転記、転記の際一円未満端数切り捨て

円

円 ⇒申告書⑩欄（ホ）へ転記
(q)＋(r)

円 ⇒申告書⑩欄（イ）へ転記

11

※
が
☑
の
場
合

０. 5

０. 5
★
が
一
円
以
上

3,647

★

・④各欄に記載のとおりに記入

令和5年3月31日 千円

雇用保険分
（計）

(k)＋(l)

561 千円
▲ 6,445.5

1000分の ③ 保険料率

⑤
 

確
 

定
 

保
 

険
 

料
 

額
 

（
そ
 

の
 
２

）

※
が
□

(

空
欄

)

の

場
合

⑤ 確定保険料額（その２）
・⑤各欄に記載のとおりに記入
・雇用保険分のみ申告を行う場合は、
　(n)のみ記入し、(m)+(n)の欄には(n)
　の額を記入

★
が
一
円
未
満

1
6,445

10,092

279 13.5 3,766.5
【労災保険分】
・令和４年度の労災保険率を(f)に記入
・メリット労災保険率が適用される場合
  は、令和４年度概算保険料申告書
  に記載された労災保険率を記入
【雇用保険分】
・令和４年度前期の雇用保険率を(g)
  に、後期の雇用保険率を(h)に記入
（注）厚生労働省ＨＰで雇用保険率
　　　を確認できます

✓

④ 確定保険料額（その１）

雇
 

用
 

保
 

険
 

分

令和4年4月1日

～ 1000分の

282 9.5令和4年9月30日 千円

令和4年10月1日

～

561 千円
【労災保険分】
・左欄の適用期間中に使用した労働
  者に係る賃金総額を(a)、(b)に記入
【雇用保険分】
・左欄の適用期間中に使用した雇用
  保険適用者に係る賃金総額を(c)、
  (d)に記入

● 3,646.5

2,679

279 千円 1,813.5

282 千円
1000分の

1,833令和4年9月30日

6.5令和4年10月1日

～

② 保険料算定基礎額

区　　分（適用期間）
① 算定期間

② 保険料算定基礎額 ③保険料率 ④　確定保険料額（その１） 【始期】
・令和4年4月1日以前に保険関係が
　成立した場合、「令和4年4月1日」
・令和4年4月1日以降に保険関係が
  成立した場合、その成立年月日
【終期】
・保険関係が消滅した年月日

労
 

災
 

保
 

険
 

分

X X X X X ０X X X X X X

令和5年3月31日

労災保険分
（計）

令和4年4月1日

～

令和４年度　労働保険　確定保険料算定内訳
令和４年度の確定保険料内訳を下記のとおり報告します。

令和 5 ○ ○

○○ 労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

○○県○○市○○
労働保険

番号

都道
府県

所 掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号
事業主

０ ０

株式会社○○　代表取締役　○○　○○


